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仙台市の概要 

 仙台市は、1600年に伊達政宗公が居城を定めて以来、雄藩の城下町として栄え、平成元（1989）年に東北で初めての政令指
定都市となりました。「杜の都」と呼ばれる豊かな自然環境、「学都」としての高度な研究開発機能を有し、東北の政治・経済・学
術・文化の中枢都市として発展してきました。 

 平成23（2011）年3月11日の東日本大震災では、甚大な被害を受けましたが、一日も早い復興に向けて力強く歩んでいます。 

 

●人口 約１０８万人（平成27年9月1日現在推計人口） 

●世帯数 約５０万世帯 

●面積 ７８６．３０k㎡ 

●気候 太平洋に面した海洋性気候 

 寒暖の差が少ない 

●アクセス 東京から新幹線で約１時間半 

 国内９都市、海外６都市と空路で結節 

●経済 市内総生産（名目）：約４兆７，７４０億円（平成24年度） 

 年間商品販売額：約７兆９，６６９億円（平成26年商業統計 速報） 

●年間観光客数  約１，９７５万人（平成26年） 
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トピックス① 

地下鉄東西線の開業 
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☆復興と未来のシンボル・地下鉄東西線がいよいよ開業 
 東西線の開業により、地下鉄南北線やＪＲ線とともに安全性や定時性等に優れた環境にやさしい交通ネットワークができます。
交通渋滞の緩和はもちろん、市民の行動範囲が広がることで、新たな交流が生まれ、都市文化やビジネスの育成・地域の活性
化なども大きく期待されます。 
 本市では、東西線開業を機に仙台のポテンシャルの底上げを図るため、「東西線フル活用プラン」を制定しました。現在は「東
西線フル活用プラン２．０」に改訂し、その一環として、東西線に対する各方面からの注目度や愛着度を高めていただき、全市
的な盛り上げを図っていくため、市民参加型プロモーション「仙台市地下鉄東西線ＷＥプロジェクト」を進めています。 

「仙台市地下鉄東西線ＷＥプロジェクト」 
～東西線の新たな付加価値を市民と共創する市民参加型プロモーション～ 
 
 「WE」は、東西線の「西（West）」と「東（East）」の英語の頭文字を組み合わせ
たもので、「わたくしたち」を意味する言葉でもあり、“みんなでつくる、みんなの
地下鉄。”をコンセプトに、市民参加で開業を盛り上げていくプロジェクトです。 
 
 “地上を明るくする、地下鉄をつくろう。”をスローガンに、地下鉄を単なる移動
手段としての存在にとどまらず、街と街、人と人が出会い、つながることにより、
文化・経済など新たな価値をつくり、沿線はもとより、仙台全体が明るく活気を
生み出していくきっかけとなるよう展開していきます。 

 ICカード乗車券 icsca 

建設区間：八木山動物公園駅～荒井駅 

営業キロ：約13.9km 

総建設費：2,298億円 

機種：リニアモーター地下鉄 

開業予定：平成27年12月6日 



トピックス② 

Ｇ７仙台財務大臣・中央銀行総裁会議の開催 
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☆２０１６年伊勢志摩サミット関係閣僚会合を仙台市秋保地区で開催 
 主要先進国間の地球規模の課題に関する首脳会合として、２０１６年に三重県志摩市でサミットが開催されます。それに関連
して関係閣僚会議が各地で開催され、そのうち財務大臣・中央銀行総裁会議が仙台市の秋保地区で開催されます。 
 本市では、東日本大震災発生時からこれまでの支援に対する謝意を表すとともに、仙台・東北の魅力と復興のアピールを行
います。 
 また、第３回国連防災世界会議に続いて国際会議の開催実績を積むことで、仙台・東北のコンベンション機能の国際的な評
価の向上を図ります。 

日本三大瀑布 秋保大滝 前回の日本開催時の様子(大阪市) 

2015年8月に会議の開催支援や歓迎機運の醸成、仙台・東北地域の魅力発信を目的に、推進協力委員会を設立しました。 
関係機関と協力・連携しながら、会議を成功裏へ導いていきます。 

首脳会議 
（サミット） 

財務大臣・ 
中央銀行総裁会議 

三重県志摩市 仙台市（秋保地区） 

5月26～27日 5月20～21日 

推進協力委員会 

・構成団体：仙台市、宮城県、宮城県警、経済界、民間団体等 

・事務局：仙台市まちづくり政策局 

【推進協力委員会実施事業】 
・会議開催支援事業   ・開催機運の醸成事業 
・歓迎・情報発信事業 ・おもてなし環境整備事業 
・協賛の募集、受入等 



 
基本計画を補完し、震災からの復興を推進する計画 
（長期的視点により取り組むべき課題については、 
 計画期間終了後においても計画的な取り組みを継続） 

市政運営の方針－４つの都市像 
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●未来を育み創造する学びの都 
 －未来につなぐ多様な価値や個性を創り続ける輝く学都 
●支え合う健やかな共生の都 
 －やすらぎに満ち、心豊かな暮らしを支える安心・健康都市 
●自然と調和し持続可能な潤いの都 
 －低炭素型の都市システムを持ち、魅力的で暮らしやすい杜の都 
●東北を支え広く交流する活力の都 
 －魅力と活力にあふれ、世界とつながる中枢都市 

仙台市基本構想 

 
【都市像の実現を牽引する４つの重点政策】 
  －学びを多彩な活力につなげる都市づくり 
  －地域で支え合う心豊かな社会づくり 
  －自然と調和した持続可能な都市づくり 
  －人をひきつけ躍動する仙台の魅力と活力づくり 
 
【都市像の実現に向けた４つの経営方針】 
  －未来を創る市民力の拡大と新しい市民協働の推進 
  －地域特性に応じたきめ細かな地域づくりの推進 
  －地方の時代を先導する市役所への自己変革 
  －公共施設の経営改革 

仙台市基本計画 
（計画期間：平成23～32年度） 

仙台市震災復興計画 
（計画期間：平成23～27年度） 



仙台市震災復興計画 
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①「津波から命を守る」 
  津波防災・住まい再建プロジェクト  
②「安全な住まいの土台をつくる」 
  市街地宅地再建プロジェクト 
③「一人ひとりの暮らしを支える」 
  生活復興プロジェクト 
④「力強く農業を再生する」 
  農と食のフロンティアプロジェクト 
⑤「美しい海辺を復元する」 
  海辺の交流再生プロジェクト 
⑥「教訓を未来に生かす」 
  防災・仙台モデル構築プロジェクト 
⑦「持続的なエネルギー供給を可能にする」 
  省エネ・新エネプロジェクト 
⑧「都市活力や暮らしの質を高める」 
  仙台経済発展プロジェクト 
⑨「都市の魅力と復興の姿を発信する」 
  交流促進プロジェクト 
⑩「震災の記憶を後世に伝える」 
  震災メモリアルプロジェクト 

 
・市民一人ひとりの貴重な経験や厳しい状況を支えた知恵を結集し、「ともに、前へ」歩みを進めていく。 
・「新次元の防災・環境都市」を掲げ、しなやかでより強靭な都市の構築に向けて、多様で幅広い市民力とともに、 
 復興を力強く推進していく。 

 
①被災された方々の生活再建支援 
②農業の再生 
③宅地の安全確保と復旧支援 
④地域企業支援 
⑤原子力発電所事故への対応 
 

 
①市民の命と暮らしを守る「減災」まちづくり 
②「省エネ・新エネ」対応型まちづくり 
③支えあう「自立」・「協働」まちづくり 
④東北の復興を牽引する「交流・活力創出」まちづくり 

 
①「絆」と「協働」による柔軟で創造的な推進 
②各主体の果たすべき役割 
③持続可能な財政運営と整合する計画の推進 
④復興特区の活用 
⑤実施計画による計画的な推進 
 

復興の基本理念 

１００万人の復興プロジェクト 

復興計画の推進 

復興まちづくり 

暮らしと地域の再生 



復興計画の概算事業費 
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平成２７年１月試算 約８，２３１億円 

 
①避難所運営           ２３  
②住宅応急修理          １６１ 
③被災者救出・埋葬            ８ 
④弔慰金・見舞金・貸付金         ２７２ 
⑤その他            １４ 

 
①ライフライン（上下水道・ガス）                ９７９ 
②生活衛生関係（ごみ処理施設・斎場等）        １６ 
③都市基盤整備（道路・公園・河川等）         ２４８ 
④市民利用施設関係（学校・地域施設等）     ３３３ 
⑤その他公共施設関係（本庁・区役所等）     ６９ 
⑥災害廃棄物処理                         ８４１ 

災害救助費関連 約４７８億円 

公共施設復旧等 約２，４８６億円 

 
①津波防災・住まい再建プロジェクト ２，０５８  
②市街地宅地再建プロジェクト       ２９７ 
③生活復興プロジェクト             １５８ 
④農と食のフロンティアプロジェクト          ８１ 
⑤海辺の交流再生プロジェクト               ６２ 
⑥防災・仙台モデル構築プロジェクト     ４３３ 
⑦省エネ・新エネプロジェクト                  ２４ 
⑧仙台経済発展プロジェクト            １，７０８ 
⑨交流促進プロジェクト                          ５５ 
⑩震災メモリアルプロジェクト                 ２０ 
⑪その他                                          ３７２ 

復興・再生事業 約５，２６７億円 

所要事業費・財源などに精査を加えた結果、 
26年1月試算時より概算事業費は増加、本市負担額
は減少 



復旧・復興に向けた財源確保 
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【東日本大震災復興交付金】 
 著しい被害を受けた地域の速やかな復興のために、被災した地方公共団体が自らの復興プランの下で進める地域づくりを財政面で支援することを目
的に創設されたもの。 
○交付額  約１，８１９億円（第１～１２回合計） 
○主な事業 災害公営住宅整備事業、造成宅地滑動崩落緊急対策事業、防災集団移転事業、東部復興道路整備事業、 
 被災地域農業復興総合支援事業 等 
 
【震災復興特別交付税】 
 被災地の復旧・復興に向けた国庫補助事業等の地方負担分を実質ゼロとすることや、税や使用料・手数料などの減免分を補てんすることを目的に
措置されているもの。 
○交付額 平成２３年度～２５年度決算：約９３２億円、平成２６年度決算：約１０４億円、平成２７年度予算：約９９億 
○対象経費 直轄・補助事業の地方負担分、単独災害復旧事業、地方税等の減収分、中長期職員派遣経費、風評被害対策経費 等 

国からの主な財政支援 

 
 本市独自の基金である「仙台市震災復興基金」に、寄附金や宝くじ収入（復興支援分）、宮城県からの交付金等を積み立て、復興事業の財源として
活用。 

 
 
 
 
 
 
 
 

仙台市震災復興基金の活用 

 

震災復興基金 
約２７９億円※２ 

 
※１ 特別交付税等を財源とした、宮城県の「取崩し型復興基金」から県内市町村に配分 
※２ 23年度（0.4億円）、24年度（33.2億円）、25年度（27.3億円）、26年度（39.1億円）に取り崩しを行っているため、基金残高は約179億円 

寄附金  約２５億円 

宝くじ収入（復興支援分）  約２８億円 

東日本大震災復興基金交付金※１  約５８億円 

東日本大震災復興基金交付金（津波被災住宅再建支援分）※１  約３５億円 

宮城県東日本大震災復興交付金（被災地域農業復興総合支援事業）  約１８億円 

職員給与地域手当削減分    ３９億円 

その他  約７６億円 

＜平成２６年度決算までの累計＞ 



平成２７年度予算の重点施策 
－復興の先を見据え、躍動する未来へ 
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 平成27年度予算では、「１００万人の復興プロジェクト」の完了に向けて全力で取り組むほか、「学びを多彩な活力につなげる

都市づくり」、「地域で支えあう心豊かな社会づくり」、「自然と調和した持続可能な都市づくり」、「人をひきつけ躍動する仙台の

魅力と活力づくり」の４つの分野を柱とし、以下の施策や事業を重点的に実施しています。 

津波防災・住まい再建プロジェクト(49,076) 市街地宅地再建プロジェクト(1,347) 生活復興プロジェクト(770) 農と食のフロンティアプロジェクト(834) 
海辺の交流再生プロジェクト(4,451) 防災・仙台モデル構築プロジェクト(3,824) 省エネ・新エネプロジェクト(5) 仙台経済発展プロジェクト(2,937) 
交流促進プロジェクト(513） 震災メモリアルプロジェクト(141) 

学びを多彩な活力につなげる都市づくり 

創造都市推進(341) ミュージアム連携(24) 学都推進(37) 確かな学力育成(1,079) 仙台子ども体験プラザ運営管理(53)学校教育施設整備(5,989)  
学校支援地域本部(48) 文化振興(373) 仙台国際音楽コンクール開催準備(70) スポーツ推進(160) 国際スポーツイベント等招致・開催(38) など 

子ども・子育て支援新制度推進(20,908) 認可保育所整備等(1,987) 児童館・放課後児童クラブの充実（3,298） すこやか子育てプラン推進(32,140) 
市民健康づくり推進(6,627) 高齢者・障害者保健福祉の推進(24,077) 男女共同参画の総合的推進(598) 緊急輸送道路防災対策(1,507) 
民間建築物耐震化等促進(316) 下水道地震対策・長寿命化(2,068) 上水道施設災害対策(6,139) 都市ガス防災対策強化(985) など 

低炭素都市づくり推進(191) ごみ減量・リサイクル推進(3,629) 百年の杜づくり推進(715) 機能集約型市街地の形成と良好な郊外居住地域づくり(1,345)  
地下鉄東西線建設(15,675) 東西線フル活用プラン推進(452) 東西線関連道路整備(3,296) ＩＣ乗車券導入(463) 土地区画整理(8,573)  
市営住宅建設等(23,334) 都市計画街路整備(7,577) 道路新設改良(11,942) 橋りょう整備(2,178) 杜の都の自転車プラン推進(1,247) など 

産業活性化・雇用対策推進（26,040） 中小企業活性化基金設置(3,000) 観光振興(1,338) 国際経済・国際観光推進(109) 農林業振興(1,553)  
緊急雇用対策(1,079) 八木山動物公園魅力アップ（846） 公園整備(4,121)  

地域で支えあう心豊かな社会づくり 

自然と調和した持続可能な都市づくり 

人をひきつけ躍動する仙台の魅力と活力づくり 

１００万人の復興プロジェクト ※（ ）内の数字の単位は百万円 



一般会計当初歳入予算の推移 
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（億円） 

1,684  1,714  1,584  1,680  1,784  1,805  

226  228  416  391  321  256  
663  604  

968  
569  591  596  

1,848  1,866  

2,819  

2,821  2,885  2,732  

4,421  4,412  

5,787  
5,461  5,581  

5,389  

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

(22年度) 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 

市税 交付税 市債 その他 

【２７年度当初歳入予算の概要】 
 
①市税（構成比33.5％） 
 個人市民税の増加等により、対前年度比＋
1.2％（約21億円増）となっています。 
 
②地方交付税（同4.8％） 
 市税の増収による普通交付税の減少、復旧・復
興事業の進捗による震災復興特別交付税の減
少等により、対前年度比△20.2％（約65億円減）
となっています。 
 
③市債（同11.1％） 
 環境施設整備のための借入の増加等により、
対前年度比＋0.8％（約5億円増）となっています。 

震災前水準 
  参考値 



一般会計当初歳出予算（性質別）の推移 
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（億円） 

665  654  668  660  655  674  

807  883  872  894  917  1,003  

586  613  612  614  598  585  

462  387  

1,397  1,308  1,339  1,095  

1,901  1,875  

2,238  
1,985  2,072  

2,032  
4,421  4,412  

5,787  
5,461  5,581  

5,389  

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

(22年度) 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 

人件費 扶助費 公債費 投資的経費 その他 

【２７年度当初歳出予算の概要】 
 
①義務的経費（構成比41.9％） 
 人件費・扶助費・公債費の合計である義務的経
費は、少子高齢化などへの対応のために扶助費
が増加したことにより、対前年度比＋4.2％（約92
億円増)となっています。 
 
②投資的経費（同20.2％） 
 復興公営住宅建設がピークを越えたことなどに
より、対前年度比△18.2％（約244億円減）となっ
ています。 

震災前水準 
  参考値 



一般会計歳入決算の推移 
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【２６年度歳入決算の概要】 
 
①市税（構成比31.9％） 
 個人市民税の増加等により、対前年度比＋
3.5％（約62億円増）となり、震災前の水準よりも
増加しました。 
 
②地方交付税（同5.0％） 
 市税の増収による普通交付税の減少、復旧・復
興事業の進捗による震災復興特別交付税の減
少等により、対前年度比△30.3％（約124億円減）
となりました。 
 
③市債（同11.0％） 
 復興公営住宅建設等にかかる市債の増加など
により、対前年度比＋15.9％（約86億円増）となり
ました。 

（億円） 

1,752  1,725  1,585  1,701  1,759  1,821  

230  246  
889  519  412  288  

596  555  

675  
752  

541  627  

1,721  1,547  

2,751  3,258  
3,061  2,971  

4,299  
4,073  

5,900  
6,230  

5,773  5,707  

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

(21年度) 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 

市税 交付税 市債 その他 
震災前水準 
  参考値 



一般会計歳出決算（性質別）の推移 
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【２６年度歳出決算の概要】 
 
①義務的経費（構成比39.2％） 
 人件費、扶助費及び公債費を合計した義務的
経費は、対前年度比＋0.8％（約17億円増）となり
ました。 
 扶助費が対前年度比＋6.5％（約56億円増）、公
債費が対前年度比△8.6％（約54億円減）となっ
ています。 
 
②投資的経費（同21.4％） 
 復興公営住宅建設事業の本格化などにより、
対前年度比＋6.6％（約72億円増）となりました。 

（億円） 

656  663  658  639  626  641  

611  776  838  830  852  908  

624  
583  602  604  635  581  

477  368  
890  943  1,092  1,164  

1,909  
1,571  

2,725  
2,964  

2,200  2,145  
4,277  

3,961  

5,713  
5,980  

5,405  5,439  

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

(21年度) 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 

人件費 扶助費 公債費 投資的経費 その他 
震災前水準 
  参考値 



震災関連事業費の推移 
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主な内訳 

災害救助費 2億円 

災害復旧費 
学校施設災害復旧 
社会福祉施設災害復旧 

32億円 
14億円 

復興関連費 
復興公営住宅建設 
震災復興交付金基金造成積立 
防災集団移転促進 

368億円 
238億円 
114億円 

主な増減理由 

災害救助費 災害援護資金貸付金 ▲4億円 

災害復旧費 

学校施設災害復旧 
災害廃棄物処理 
市営住宅災害復旧 
道路災害復旧 

＋18億円 
▲198億円 
▲25億円
▲13億円 

復興関連費 
復興公営住宅建設 
震災復興交付金基金造成積立 
防災集団移転促進 

＋237億円 
▲90億円 
▲81億円 

（億円） 

 災害救助費や災害復旧費が減少している一方、復興公営住宅建設にかかる事業費が増加しています。これは、本市が復旧
の段階から復興の段階へ移行していることを示しています。 

816  

1,273  

1,019  
1,102  

621 

454 

279 64 

254 

195 

6 

2 

1,691  

1,922  

1,304  

1,168  

0

500

1,000

1,500

2,000

23年度決算 24年度決算 25年度決算 26年度決算 

(速報値) 

復興関連費 災害復旧費 災害救助費 



実質収支の状況（普通会計決算） 
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（億円） （億円） 

4,034  3,958  3,937  4,110  
4,348  

4,108  

5,912  
6,244  

5,772  5,698  

3,955  3,903  3,897  4,076  
4,323  

3,994  

5,722  
5,989  

5,399  5,423  

4  4  
6  7  8  

12  12  

44  

59  

29  

0
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70
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1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 

歳入総額 歳出総額 実質収支(右軸) 

前年度にあった宮城県道路公社出資金返還金等の臨時的な収入が皆
減となったことにより、前年度に比べ３０億円余減少（黒字を継続） 
※実質収支＝歳入歳出差引額（形式収支）－翌年度へ繰り越すべき財源 



プライマリーバランスの状況（普通会計決算） 
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（億円） 

232 

131 

239 

194 

35 
49 

▲ 49 

▲ 90 

157 

▲ 2 
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平成26年度決算は、復興公営住宅建設事業に係る市債借入が増加したこと等により、
再び赤字へと転じております。 
※プライマリーバランス＝（歳入－翌年度繰越財源－市債発行額）－（歳出－公債費） 



平成２６年度特別会計決算の概要 
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 仙台市では１０の特別会計を設けています。いずれも実質収支は均衡又は黒字となっています。 

歳入総額
A

歳出総額
B

差　引
C(A-B)

翌 年 度
繰越財源

D

実質収支
C-D

6,115 5,265 850 356 494

102,478 99,089 3,389 0 3,389

5,246 3,385 1,861 1,861 0

2,007 2,007 0 0 0

288 288 0 0 0

124,796 124,796 0 0 0

294 63 231 0 231

1,010 972 38 1 37

63,865 62,896 969 0 969

10,486 10,415 71 0 71

316,585 309,176 7,409 2,218 5,191特 別 会 計 合 計

後 期 高 齢 者 医 療 後期高齢者医療事業の運営

新 墓 園 いずみ墓園の整備・管理運営

介 護 保 険 介護保険事業の運営

公 債 管 理 公債償還の管理

母 子 父 子 寡 婦

福 祉 資 金 貸 付
母子世帯等への福祉資金の貸付

公 共 用 地 先行 取得 公共用地の先行取得

駐 車 場 市営駐車場の管理運営

国 民 健 康 保 険 国民健康保険事業の運営

中 央 卸 売 市 場 中央卸売市場の整備・管理運営

会 計 名 会 計 の 概 要

都 市 改 造 市施行土地区画整理事業等の実施

（単位：百万円） 



平成２６年度企業会計決算の概要 
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下水道事業 自動車運送事業 高速鉄道事業 水 道 事 業 ガ ス 事 業 病 院 事 業 合 計

収 入 A 35,569 10,899 17,446 29,824 47,125 14,591 155,454

支 出 B 32,792 11,295 13,394 30,153 44,026 18,299 149,959

差 引 C=A-B 2,777 △ 396 4,052 △ 329 3,099 △ 3,708 5,495

2,387 △ 449 3,310 △ 830 1,404 △ 3,737 2,085

△ 619 △ 6,249 △ 89,572 30,603 △ 21,199 △ 6,896 △ 93,932

収 入 D 31,662 1,403 36,831 4,155 3,065 13,692 90,808

前･翌年度支出
の財源充当額

E 2 0 0 0 0 0 2

支 出 F 43,142 1,809 46,054 13,091 8,697 13,967 126,760

差 引 G=D-E-F △ 11,482 △ 406 △ 9,223 △ 8,936 △ 5,632 △ 275 △ 35,954

H 18,950 131 6,946 14,120 5,788 2,823 48,758

I 0 0 736 0 0 0 736

J 7 0 0 0 0 0 7

K 0 0 0 0 1,900 0 1,900

L=G+H+I+J+K 7,475 △ 275 △ 1,541 5,184 2,056 2,548 15,447

11,774 2,920 17,527 866 385 2,231 35,703（参考）一般会計からの繰出金

資
本
的
収
支

補 て ん 財 源

資 本 費 負 担 緩 和 債

当年度末資金剰余額

災害復旧事業債
(営業費用充当分）

他 会 計 長 期 借 入 金

区 分

収
益
的
収
支

当 年 度 純 損 益 ( 税 抜 )

未 処 理 剰 余 金 （ △ 欠 損 ）

 仙台市では６の企業会計を設けています。公益性と事業性のバランス確保のため、不断の経営努力を重ねています。 

（単位：百万円） 



健全化判断比率・資金不足比率 

18 

いずれも早期健全化基準等を下回っており、昨年度と
の比較においても改善または横ばいの状況で、おお
むね適正な水準にあると言えます。 

仙台市
（26年度決算）

政令指定
都市平均

（速報値）

早期
健全化
基準

財政
再生
基準

実質赤字比率
一般会計等の実質赤字額の、標準
財政規模（標準的な一般財源の規
模）に対する割合

赤字なし
赤字団体

なし
11.25％ 20％

連結実質赤字比率
公営企業会計を含む全会計の実質
赤字額又は資金不足額の、標準財
政規模に対する割合

赤字なし
赤字団体

なし
16.25％ 30％

実質公債費比率
一般会計等が負担する公債費等
の、標準財政規模に対する割合

10.8％ 10.6％ 25％ 35％

将来負担比率
一般会計等が将来負担すべき実質
的な負債の、標準財政規模に対す
る割合

133.2％ 125.0％ 400％

公営企業における
資金不足比率

公営企業ごとの資金不足額の、事
業収入に対する比率

自動車運送事業

        0.4%
　（その他はなし）

7都市8事業で
資金不足発生

経営健全化基準

20％

指標

＜健全化判断比率等の対象＞ 

※政令指定都市平均（速報値）は総務省公表資料より 

※早期健全化基準及び財政再生基準は仙台市（政令指定都市）への適用基準 



財政力指数・経常収支比率等 
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債務負担行為額 

 平成26年度末における債務負担行為額（普通会計）は約1,614億円で、前年度末に比べ約129億円減少しています。 

 主な設定項目として、市営住宅管理事業・道路新設改良事業があります。  

新地方公会計制度に基づく財務諸表 

 仙台市では、「新地方公会計制度研究会報告書」に定める「総務省方式改訂モデル」により、普通会計にかかる貸借対照表、行政コスト計算書、

純資産変動計算書、資金収支計算書の財務諸表を作成し、仙台市ＨＰに速報版と確定版を随時掲載しています。 

財政力指数 

地方公共団体の財政力を示す指数の1つで、この指数が
高いほど財源に余裕があるといえます。 

経常収支比率 

財政構造の弾力性を示す比率で、この比率が高いほど、
政策的な経費に回す余裕がないことを表します。 

（％） 

0.858 0.852 

0.843 

0.851 

0.869 0.87 

0.85 

0.84 

0.84 

0.85 

0.82

0.83

0.84

0.85

0.86

0.87

0.88

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 

仙台市 

政令市平均 
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98.2 
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94.9 
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22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 

仙台市 
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市債発行の状況（一般会計＋特別会計） 
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 平成26年度における市債発行額は、復興公営住宅整備事業にかかる借入の増加等により、対前年度比＋6.9％（約70億円
増）となりました。資金調達先は、市場公募債（44.4％）、銀行等引受債（22.8％）、公的資金（32.8％）となっています。 

（億円） 

460 460 400 400 

640 
480 480 510 510 480 

160 
289 

203 
280 

117 

87 102 
117 75 

247 
52 

63 

60 

98 

286 

313 
371 
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672  

812  

663  

778  

1,043  

880  
953  

1,109  

1,012  
1,082  

0
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1,000
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1,200

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 

市場公募債 銀行等引受債 公的資金 

近年は 
500億円前後
で推移 



普通会計市債残高の推移 
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 本市では、市債発行額の着実な抑制に取り組んでおり、市債（通常債※）残高は減少基調にあります。 
  ※通常債…地方交付税の不足分を補うために発行する臨時財政対策債等を除いた市債のことです。 

（億円） 

7,073  7,107  7,024  6,981  7,084  7,172  7,354  7,605  7,619  
7,755  

5,774  5,693  5,522  5,413  5,354  5,208  5,151  5,109  4,890  4,823  

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

17年度末 18年度末 19年度末 20年度末 21年度末 22年度末 23年度末 24年度末 25年度末 26年度末 

市債残高 通常債残高 

通常債ベース残高 
4,823億円 

（対前年度比△1.4％） 

26年度末残高  
7,755億円 

（対前年度比＋1.8％） 



市民一人当たり市債残高（普通会計） 
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（円） 

（平成26年度末速報値、仙台市作成） 

738,397  

500,458  

344,277  

752,058  

629,632  
587,788  

365,074  

673,511  

591,803  

336,326  

707,453  

931,692  925,377  
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723,661  

427,145  
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948,175  

837,455  

476,696  
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仙台 札幌 さいたま 千葉 横浜 川崎 相模原 新潟 静岡 浜松 名古屋 京都 大阪 堺 神戸 岡山 広島 北九州 福岡 熊本 



一般会計公債費の推移 
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（億円） （％） 
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元金 利子等 償還積立金 歳出総額に占める公債費の割合 

・歳出総額に占める 
  公債費の割合は10.7％ 
・元金償還の減等により対
前年度比▲8.6％ 
 （約55億円減） 



各種基金の状況 

24 

基 金 名 残 高 基　金　の　概　要

財 政 調 整 基 金 295 財源の過不足等を調整するための基金

市 債 管 理 基 金 947 市債の償還の財源を計画的に確保するための基金

高 速 鉄 道 建 設 基 金 502 高速鉄道の建設、運営及び関連事業に必要な資金を積み立てるための基金

百 年 の 杜 づ く り 推 進 基 金 20 市街地や周辺地域での緑の保全及び創出に関する施策の推進のための基金

環 境 保 全 基 金 39 地域に根ざした環境保全活動を展開するための基金

福 祉 基 金 15 福祉事業の推進を図るための基金

文 化 振 興 基 金 16 文化施設の整備及び文化活動の推進のための基金

仙 台 城 史 跡 整 備 基 金 6 仙台城の史跡の保存及び活用を推進するための基金

公 共 施 設 長 寿 命 化 推 進 基 金 49 公共施設の長寿命化に関する事業の推進を図るための基金

土 地 開 発 基 金 182 公共用地などをあらかじめ取得するための基金

国民健康保険事業財政調整基金 2 国民健康保険事業の財政調整のための基金

介 護 保 険 事 業 財 政 調 整 基 金 23 介護保険事業の財政調整のための基金

震 災 復 興 基 金 179 東日本大震災からの復興に関する事業の推進を図るための市の独自基金

東日本大震災復興交付金基金 613 復興特区法に規定する復興交付金事業等に必要な資金を積み立てるための基金

合 計 2,888

【平成26年度末残高 （単位：億円）】 



主な基金残高の推移 
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（億円） 
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(減債基金) 

高速鉄道建設基金 震災復興基金 東日本大震災復興交付金基金 

将来の市債償還に備えて
着実な積立を行っています 

地下鉄東西線建設事業に備えて
着実な積立を行っています 



基金残高の他都市比較（普通会計） 
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仙台 札幌 さいたま 千葉 横浜 川崎 相模原 新潟 静岡 浜松 名古屋 京都 大阪 堺 神戸 岡山 広島 北九州 福岡 熊本 

財政調整基金 市債管理基金(減債基金) その他特定目的基金 



仙台市行財政改革プラン２０１０＜中間見直し＞ 
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３つの改革の柱 

■持続可能な財政基盤の確立と効率的・効果的な行政経営 
■市民とともに進める行政経営 
■市役所の自己変革 

 仙台市では、平成7年以来、行財政改革計画を策定し、歳出削減や歳入確保など、効率的な行財政運営に取り組み、一定の
効果をあげてきました。 
 現在は、平成25年3月に中間見直しを行った「仙台市行財政改革プラン2010＜中間見直し＞」（計画期間＝平成22年度～平
成28年度）に基づいて行財政改革を推進しています。 
 計画に掲げる112の項目に取り組んでおり、平成27年度当初時点において、計画による累積効果額は約340億円に上ってい
ます。 

前年度より継続する

取組み36億円 

単年度 
95億円 

H22年度 
約18億円 

H23年度 
約29億円 

H24年度 
約89億円 

H25年度 
約209億円 

H26年度 
約340億円 

〔参考〕累積効果額の推移 
 行革効果額については、平成26年度の
単年度で約95億円であり、その主なものは、

税・使用料・手数料等の収入確保の取り組
みにおける市税約60億円、国民健康保険
料約29億円等の歳入増に加え、職員の退
職手当の支給額削減による約4億円の歳

出減のほか、バス営業所の業務委託拡大
等によるものです。 



外郭団体の状況 
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 仙台市が１／４以上出資する団体は、平成26年度決算時点で株式会社、財団法人等合わせて
27団体となっています。 
 これらについては、予算・決算状況の公表などの情報の公開に努めているほか、健全経営を継
続することなどを目的に、「外郭団体の指導・調整等に関する指針」を定め、定期的な経営状況
の調査や必要な指導などを行うとともに、「経営評価シート」を公表しています。 
 また、公認会計士等外部の専門家で構成する「外郭団体経営検討委員会」において、決算に
基づき、経営状況の評価を行っています。  
 仙台市の外郭団体は、事業の弾力的、効率的運営を図るため、市民利用施設の管理運営や
種々の公益事業を行っていますが、さらに効率的な事業展開を進めるため、①外郭団体の統廃
合等、②事業運営の見直し、③組織の活性化、④情報公開の推進に取り組み、管理運営の適
正化を図っていきます。 

【これまでの主な統廃合実績】 
 Ｈ２６  （財）仙台湾漁業振興基金と（財）仙台市農業園芸振興協会の解散 
 Ｈ２５  （財）仙台市障害者福祉協会の解散 
 Ｈ２４  （公財）仙台ひと・まち交流財団と（財）勤労者福祉協会の統合 
 Ｈ２３  （株）仙台交通と（財）交通事業振興公社の統合 
 Ｈ２１  （財）勤労者職業福祉センターの廃止 
 Ｈ１６  （財）市民文化事業団と（財）歴史文化事業団の統合 



外郭団体の平成２６年度決算状況 
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外 郭 団 体
出資

比率

正味財産

増減額

又は

純損益

（千円）

市補助

金額

（千円）

損失補償に

係る

債務残高

（千円）

外 郭 団 体
出資

比率

正味財産

増減額

又は

純損益

（千円）

市補助

金額

（千円）

損失補償に

係る

債務残高

（千円）

仙台市土地開発公社 100.0% △ 267,039 48,762 0 （株）仙台ソフトウェアセンター 31.3% 10,082 0 0

（公財）仙台ひと・まち交流財団 100.0% 30,855 77,869 0 （一財）みやぎ産業交流センター 25.3% △ 5,956 0 0

（株）たいはっくる 25.0% 3,855 0 0 （株）仙台港貿易促進センター 32.5% 24,654 0 0

（公財）せんだい男女共同参画財団 100.0% △ 1,988 47,556 0 （公財）仙台観光コンベンション協会 34.9% 941 194,544 0

（公財）仙台国際交流協会 100.0% △ 547 107,383 0 （公財）瑞鳳殿 65.6% 29,100 0 0

（公財）仙台市スポーツ振興事業団 100.0% 23,214 164,223 0 （公財）仙台市建設公社 50.0% △ 906 6,111 685,682

（公財）仙台市市民文化事業団 100.0% 11,004 535,064 0 （公財）仙台市公園緑地協会 50.0% 9,943 15,398 0

（公財）仙台フィルハーモニー管弦楽団 83.2% △ 86,427 312,215 0 （公財）仙台市水道サービス公社 49.5% △ 11,877 0 0

（社福）緑仙会 99.0% 0 0 0 仙台交通（株） 100.0% △ 68,168 0 0

（公財）仙台市健康福祉事業団 100.0% △ 3,990 175,620 0 仙台ガスサービス（株） 100.0% 1,637 0 0

（公財）仙台市医療センター 60.0% 31,282 667,421 0 仙台ガスエンジニアリング（株） 100.0% 76,037 0 0

（公財）仙台市救急医療事業団 100.0% 4,733 0 0 仙台エルピーガス（株） 48.0% 7,791 0 0

（株）仙台市環境整備公社 50.0% 20,373 0 0 （株）クリーンエナジー 46.7% 6,094 0 0

（公財）仙台市産業振興事業団 100.0% △ 139,686 339,537 0 計 △ 294,989 2,691,703 685,682
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保有資産の状況（平成２６年度末） 

公社保有地の推移 

着実に縮減 

（ｈａ） （億円） 

◎保有土地 ◎５年以上保有土地（代替地を含む）

資産区分 面積（㎡） 簿価（千円）

道路用地 106 135,157 面積（㎡） 簿価（千円） 面積（㎡） 簿価（千円）

学校用地 23,119 3,243,471 5年以上10年未満 2,047 240,541 327 159,330

公園用地 122 225,619 10年以上 69,157 5,903,426 54,366 5,182,780

その他公共施設用地 10,735 1,040,969 合計 71,204 6,143,967 54,693 5,342,110

代替地 20,611 696,894

合計 54,693 5,342,110

平成25年度末 平成26年度末
資産区分



仙台市公共施設総合マネジメントプラン 

 仙台市では、平成26年3月に、「仙台市公共施設総合マネジメントプラン」を策定しました。 
 公共施設を取巻く環境を踏まえたうえで、施設の老朽化による更新・維持管理コスト増大、人口構造の変化への対応等、さま
ざまな課題に的確に対応することにより、安心して利用できる公共施設を将来にわたって持続的に提供することを目的としてい
ます。 
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基本方針 
①「大切に長く使う」 
 整備拡張型から現有施設活用型へ
の転換 
 
②「効率的に使う・つくる」 
 施設機能に着目した管理・整備手
法や民間活力の導入 
 
③「総合的に進める」 
 推進体制の整備 

事後保全による使用期間

建設 更新
耐用年数の延伸

計画保全
費用

費用

計画保全
費用

計画保全
費用

更新費用

時間

建設費用

事後保全

建設 更新

機能

時間

建設 更新
耐用年数の延伸

計画保全
計画保全

計画保全

機能

時間

■従来の事後保全方法 ■計画保全方法による長寿命化後

建設 更新

費用

事後保全
費用

更新費用

時間

建設費用

計画保全による使用期間

目標耐用年数の延伸

目標耐用年数の延伸

※長寿命化のイメージ 
 こわれた後で直す【事後保全】⇒大切に長く使う【計画保全】 



平成２７年２月試算 

今後の財政見通し（普通会計ベース） 
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■歳入の見通し 

  市税収入が回復基調にある一方で、市税と連動して普通交付税が減少していくとともに、復興事業の進捗に伴いその財源で

ある東日本大震災復興交付金や震災復興特別交付税が減少していくため、歳入総額は減少していく見通し 

■歳出の見通し 

   福祉関係費等の増大が見込まれるが、東西線開業や復興事業の進捗に伴う事業費の逓減等により、歳出総額は減少して

いく見通し 

歳入の見通し 歳出の見通し 
（億円） （億円） 

1,805  1,818  1,850  1,841  

309 293 306 324 256 153 145 137 

983 955 952 969 

599 572 517 475 

1,436  
779  730  700  

5,388  
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市税 譲与税・交付金等 地方交付税 

国・県支出金 市債 その他 

674  674  657  652  

1,003  1,038  1,074  1,111  

615 610 610 617 

1,078  752  661  580  

468 
372 349 338 

335  
352  365  379  

1,215  
1,065  1,067  1,065  

5,388  
4,863  4,783  4,742  

0
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2,000

3,000

4,000

5,000

6,000
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人件費 扶助費 公債費 

普通建設事業費 補助費等 繰出金 

その他 



（参考） 

 地下鉄東西線事業の財政的裏づけ 
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【事業収支計画】 

損益収支 

 単年度黒字化  １０年目 

 累計黒字化   ２４年目 

資金収支 

 単年度黒字化  ９年目 

 累計黒字化   １２年目 

国の補助金 

  東西線では国庫補助金として519億円

が交付されます。さらに仙台市の一般

会計が負担する出資金・補助金1,038億

円を全額市債で借り入れますが、その

返済時には、国から673億円の地方交

付税を見込んでいます。 

企業債 

  東西線建設費の一部741億円は、仙

台市交通局が企業債を発行して調達し、

開業後に運賃収入などで返済していき

ます。 

基金 

  他都市ではあまり例を見ない独自の

｢高速鉄道建設基金」があり、昭和51年

から法人関係の税金の一定部分を積

み立てています。平成26年度末現在の

残高は約502億円であり、東西線の建

設費用を支えています。  



平成２７年度市場公募地方債発行計画 
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（単位：億円）

銘柄 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計

共同発行
（10年）

60 60 30 30 30 30 30 30 30 30 50 410

個別発行
（5年）

150 150

合計 60 60 30 30 30 30 30 30 30 150 30 50 560

年限 発行額 表面利率 発行価格 年限 発行額 表面利率 発行価格 年限 発行額 表面利率 発行価格

5年 150億円 0.22% 99.97円 5年 150億円 0.24% 99.95円 5年 150億円 0.101% 100.00円

平成26年度
（条件決定日：平成27年1月9日）
（発　 行 　日：平成27年1月28日）

平成24年度
（条件決定日：平成25年1月11日）
（発　 行 　日：平成25年1月30日）

平成25年度
（条件決定日：平成26年1月10日）
（発　 行 　日：平成26年1月29日）

仙台市債 個別発行実績 ＝「いずれも１月に発行」 



【本資料に関するお問い合わせ先】 
 

  仙台市財政局財政課資金係 
 
 〒980-8671 
  仙台市青葉区国分町三丁目７番１号 
  TEL 022-214-8112 
  FAX 022-262-6709 
  E-mail zai003010@city.sendai.jp 
  URL http://www.city.sendai.jp/（トップページ） 

 http://www.city.sendai.jp/shisei/1193125_1984.html（仙台市の財政） 
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